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 8月 6日からの大雨被害に対する対応状況等について 
 

8 月 6 日から全国各地で線状降水帯等の発生による大雨による被害が生じ、5 県

（13 市・5 町）に災害救助法が適用され、その他、複数の道府県においても一定数の

浸水被害が発生しました。 

【災害救助法の適用】 

石川県 金沢市 

鹿児島県 霧島市、姶良市、薩摩川内市、曽於市 

山口県 宇部市 

熊本県 熊本市、八代市、上天草市、玉名市、天草市、氷川町、宇城市、玉東町、美里町、

甲佐町、長洲町 

秋田県 仙北市 

全社協では、発災直後から各県社協、各県災害福祉支援ネットワーク事務局と連

絡をとり、被災状況ならびに災害福祉支援活動の準備状況等の確認を進め、8 月 13

日から、本会職員を鹿児島県・熊本県に派遣し、主に以下の対応を進めています。 

① 両県の県庁・県社協の職員と共に被災市町において先遣活動（被災状況、支援ニーズ、

受援体制等の把握など）を展開 

② 先遣活動を踏まえ、災害ボランティアセンター（以下、災害 VC）開設の要否判断や運営

支援の必要性、DWAT（災害福祉派遣チーム）の出動要否等について協議を行い、派遣

調整業務等の県庁・県社協業務支援 

③ 災害 VC の運営状況の確認、DWAT 先遣活動への同行  

災害 VC については、鹿児島県、熊本県の両県では、複数の市町に設置され、秋

田県、石川県、富山県、山口県、福岡県においても取り組みが進められています。各

市町社協では、県社協職員による支援とともに、地元民生委員・児童委員による訪問

活動等と連携したニーズ把握・対応が進められています。 

また、鹿児島県、熊本県では、各市町の災害 VC の運営支援にあたるため、熊本県

社協、鹿児島県社協の要請に基づき、九州ブロック応援協定に基づく社協職員の派

遣支援が実施されています。 

DWAT については、本年 7 月の改正災害救助法等の施行に伴い、その活動範囲

が在宅避難者等に拡大されたこともあり、熊本県では、とくに被害が大きかった上天草

市において、保健師による各戸訪問等の結果を踏まえ、熊本県・災害派遣福祉チー

ムが現地に入り、在宅避難者等のニーズ把握や地元福祉資源との調整等の活動が展

開されています。 

本会・全国災害福祉支援センター準備室では、引き続き各地の活動状況を共有し、

被災者に寄り添った継続的な支援を展開することとしています。  

特  集 
 

【総務部・全国災害福祉支援センター準備室 TEL.03-3581-4657】 
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 社協における身寄りのない高齢者等への支援について 
 

１．課題の背景や社協における取り組み状況 

近年、高齢者の単独世帯の増加や家族関係の希薄化等を背景に、身寄りのない高

齢者が病院に入院する際や介護施設等に入所する際の支援、葬儀や家財処分等の

死後事務に関する課題が顕在化しており、独自事業として取り組んでいる社協も広が

りつつあります。 

また、国が設置した地域共生社会の在り方検討会議の中間とりまとめ（本年 5 月 28

日）では、日常生活自立支援事業を拡充・発展させ、こうしたニーズに対応する新たな

事業を第二種社会福祉事業として創設するとの提言が盛り込まれました。 

本会 地域福祉推進委員会の「今後の権利擁護支援体制のあり方検討委員会」で

は、今後の検討に資するため、身寄りのない高齢者等への支援に関する社協の取り

組みの現状や課題に関する調査を行いました。 

①本事業で把握した実施事業数・社協数 

実施事業数※１ 77 

実施社協数※２ 72 

※１ 本調査の目的に照らし、寄せられた回答の内、一人暮らし高齢者の見守り支援等の地域

福祉活動については今回の調査対象からは除外して集計した。 
※２ １つの社協で複数事業を実施している場合がある。   

②事業内容                            （複数回答） 

    実施事業数   

①見守りサービス事業を実施している   62   

②入院・入所時の支援事業を実施している   58   

③死後事務に関する支援事業を実施している   67   

④その他、身寄りのない高齢者等への支援に

関する事業を実施している※３ 
  32   

※３「その他」の支援の例 
 金銭管理支援、書類預かり、緊急連絡先引受、終活に関する総合相談窓口、就活情報登録   
サービス、賃貸住宅手続きサポート など  
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③事業を実施するうえでの課題 

事業を実施するうえでの課題を自由記述で聞いたところ、葬儀や家財処分費用に充てる預

託金を一括で払えない人が一定数いるなど、対象者の設定に関すること、24 時間 365 日の対

応の負担や法律専門職のサポートの必要性、長期にわたる契約の中での状態変化への対応、

士業や民間事業者とのすみ分けなどさまざまな課題が寄せられました。 

とくに死後事務に関しては、相続発生時に親族からクレームが持ち込まれる可能性や死亡

届出人がいない場合の対応、家財処分の範囲など実務上の課題が多く指摘されています。 

 

２．社会保障審議会福祉部会の動向と対応 

8 月 18 日、厚生労働省で第 28 回社会保障審議会福祉部会が開催され、「地域共

生社会の在り方検討会議」中間とりまとめ、および「2040年に向けたサービス提供体制

等のあり方」検討会とりまとめの報告のほか、身寄りのない高齢者等への支援に係る関

係者ヒアリングが行われました。 

ヒアリングでは、厚生労働省が実施する「身寄りのない高齢者等が抱える生活上の

課題に対応するためのモデル事業」を実施している枚方市と事業受託している枚方市

社協が参考人として出席し、「ひらかた縁ディングサポート事業」の取り組み状況や課

題についての説明が行われました。 

また、これを受けて委員からは、現行の日自事業と新たな事業（注）では対象者の範

囲や従事者求められる専門性が大きく異なるのではないか、包括的な支援体制の整

備について市町村が中心となって進めているなかで、市町村の役割をどう位置付ける

のか、なんでも社協にお願いすればよいという風になるのはよくないなど、さまざまな

意見があがっています。 

福祉部会では、次回以降さらに具体的な議論が進められ、年末までにとりまとめが

行われる見込みです。 

（注） 同部会資料では、「新日自」という表記はなくなりました 

本会では、7月24、25日に都道府県・指定都市社協常務理事・事務局長セミナーを

開催し、行政説明を受けて新たな事業に関する協議を行ったほか、地域福祉推進委

員会 今後の権利擁護支援体制のあり方検討委員会等において、厚生労働省との意

見交換を進めています。 

今後、具体的な制度設計に向けて、さらに広く都道府県・指定都市社協、市区町村

社協の意見や課題を把握し、協議を重ねながら、厚生労働省への要望・提言を行うこ

とを検討しています。 

 

【地域福祉部 TEL.03-3581-4655】 
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【総務部 国際福祉協力センター TEL.03-3592-1390】 

 

  

 アジア各国と日本のパートナーシップで福祉の未来を変える 
～ 国際社会福祉基金委員会にて国際交流・支援事業を協議 
全社協 国際社会福祉基金委員会は、8 月 6 日に令和 7 年度 第 1 回委員会を開

催しました。役員改選に伴う正副委員長の選任を行い、委員長に湯川 智美 委員（全

国社会福祉法人経営者協議会 常任協議員）、副委員長に松下 明 委員（全国民生

委員児童委員連合会 副会長）、竹内 善彦 委員（長野県社協 常務理事）が選任さ

れました。 

本会の国際交流・支援事業は、1979 年の国際児童年、終戦直後にララ物資などで

救われた福祉関係者による呼びかけで、全国から寄せられた拠金によりスタートしたも

のです。1984 年には、現在に続く「アジア児童福祉従事者長期研修（現：アジア社会

福祉従事者研修、以下「アジア研修」）」を開始しています。本研修の修了生は、アジ

ア各国と日本をつなぐ要として各国で活躍しています。 

こうした活動は、全国から寄せられた拠金を基金として管理・運用するにより実施さ

れていますが、同委員会はその基本方針を策定し、企画を推進することを目的に設置

されています。 

第 1 回委員会では、アジア研修がスタートしてからの約 40 年間の変化を踏まえ、修

了生と日本の福祉関係者がより強固な「パートナーシップ」を築き、各国の福祉を発展

させるための活動方針について協議しました。“学びあい・支え合い”をキーワードに、

WEB ミーティング等を取り入れながら、日本も含めた各国の福祉の未来をよりよく変え

ていくための事業(下表)を展開していくことを確認しました。 

＜2025 年度実施予定の主な国際交流・支援事業＞ 

事業名 内容 等 

第 39 期 

アジア社会福祉従事者

研修 

・アジア 6か国 6名の福祉従事者が日本の福祉現場(社会福祉

法人等)で研修。（日本語研修等を含めた約 11 か月間） 

39 期研修生 6 名の紹介動画（インタビュー形式） 

アジア社会福祉 WEB

ミーティング 

・アジア各国で活動する修了生と WEB による情報交換、意見

交換を行う学びあいの場として開催予定（2 回予定） 

スタディツアー ・修了生の母国に出向き、各国の福祉事情等を学ぶツアー。

2026 年 1 月頃に開催予定。 

各種助成事業 ・修了生の福祉活動への助成、アジア 5 か国の子どもへの就

学・職業訓練の支援を実施 

※各事業の詳細は、「国際交流・支援活動会員」にご登録の会員の皆さまを中心にご案内します。 

「国際交流・支援活動会員」  

事業ピックアップ 
 
 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLCS2NDqGLqk78roJh_NELN43OkzZPgGAw
https://www.shakyo.or.jp/bunya/kokusai/member/index.html
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 福祉の仕事の魅力を発信 
～ 福祉人材センターのウェブコンテンツ紹介 

中央福祉人材センターでは、「ふくしのお仕事 魅力発見映像」をYouTubeチャンネ

ルで配信中です。 

「ふくしのお仕事『魅力発見映像』」（YouTube） 

全国の福祉施設等で活躍している職員の皆さんの日々の仕事ぶりをはじめ、福祉

の仕事を志したきっかけ、働きがい、ワークライフバランス、職場の仲間のサポート等に

ついて、職員ご本人の言葉を交えて紹介しています。 

各県福祉人材センター・バンクが製作した動画データを中央福祉人材センターで

編集しました。 

ご協力いただいた福祉人材センター・バンク 

福島県福祉人材センター、かながわ福祉人材センター、川崎市福祉人材バンク、 

山梨県福祉人材センター、大阪福祉人材支援センター、奈良県福祉人材センター、

鳥取県福祉人材センター、徳島県福祉人材センターアイネット 

 

この映像の他にも、各都道府県の福祉人材センター・バンクでは福祉の仕事の魅

力を伝えるさまざまな映像コンテンツを発信しています。全国の福祉人材センター・

バンクの WEB サイトからご覧いただけます。 

福祉のお仕事「全国の福祉人材センター・バンク一覧」 

 

中央福祉人材センターでは、50 代以上や未経験であっても福祉の仕事にチャレン

ジしたい方に向けたＰＲページをつくりました。 

こちらもぜひご覧ください。 

 

 

【中央福祉人材センター TEL.03-3581-7801】 

 

  

インフォメーション 
 

PR ページ 

https://www.youtube.com/watch?v=rz5iMTj9ego
https://www.fukushi-work.jp/bank/index_14.html
https://www.fukushi-work.jp/goodsupporters/lp04/
https://www.fukushi-work.jp/goodsupporters/lp04/
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開催日 会議名 会場 担当部 

4、5 日 
全国民生委員児童委員連合会 

令和 7 年度 全国民生委員児童委員大会 

北海きた

えーる 
民生部 

8 日 第 5 回 福祉教育の推進に向けた検討委員会 オンライン 地域福祉部 

8、9 日 令和 7 年度 社会福祉協議会活動全国会議 灘尾ホール 地域福祉部 

9 日 
地域福祉推進委員会 令和７年度 第１回 

市区町村社協の経営協化検討委員会 
会議室 地域福祉部 

10 日 
日本社会福祉施設士会 

令和 7 年度 第 2 回施設長実学講座 

オンライン

併用 
法人振興部 

11、12 日 
全国身体障害者施設協議会 

第 47 回 全国身体障害者施設協議会研究大会 

ｵｰｸｽｶﾅﾙ

ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙ

富山 

高年・障害福祉部 

16 日 
福祉サービスの質の向上推進委員会  

令和 7 年度 第１回常任委員会 
会議室 政策企画部 

17 日 
全国社会福祉法人経営者協議会 

令和 7 年度 第 2 回協議員総会 

ﾋﾙﾄﾝ福岡

ｼｰﾎｰｸ 
法人振興部 

18、19 日 
全国社会福祉法人経営者協議会 

第 44 回 全国社会福祉法人経営者大会 

ﾋﾙﾄﾝ福岡

ｼｰﾎｰｸ 
法人振興部 

24 日 
「広がれボランティアの輪」連絡会議 

ボランティア全国フォーラム 2025 

オンライン 

併用 
地域福祉部 

25、26 日 令和 7 年度 福祉人材センター全国連絡会議 会議室 中央福祉人材センター 

26 日 
地域福祉推進委員会 

中期経営計画策定セミナー 
オンライン 地域福祉部 

全社協 9月日程 
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■ 【内閣府】安心・つながりプロジェクトチーム取りまとめ 【7月 31日】 
多様な居場所づくりの促進や当事者をはじめ幅広い担い手の確保に向けた取り組

み、受援力向上・アウトリーチ手法等のあり方を論点に、中長期的な孤独・孤立予防対

策を整理するとともに、各地の特徴的な取り組みを事例集としてとりまとめ。 

■ 【こども家庭庁】こども家庭審議会 第 11回 子ども・子育て支援等分科会  

【8月 4日】 
昨今の政策動向を踏まえ、職員配置基準・賃金改善施策のさらなる改善や、こども

誰でも通園制度の来年度本格実施に向けた対応等に関する協議が行われた。 

なお現在、改正児童福祉法（本年 4 月公布）の施行に向けた、子ども・子育て支援

法に基づく基本指針の改正案に関する意見募集が行われている（9 月 3 日まで）。 

■ 【財務省】令和８年度予算の概算要求について（閣議了解） 【8月 8日】 
高齢化に伴う社会保障費の自然増を 4,000 億円と見込み、賃金・物価上昇を踏まえ

た人件費等の義務的経費は前年度比 20％増の要求を可能とした。また、0～2 歳児を

含む幼児教育・保育支援や物価高対策などの重要政策は、予算編成過程で検討する

こととされた。 

8 月末までに、厚生労働省からは 34 兆 9,387 億円、こども家庭庁からは 4 兆 3,082

億円（いずれも一般会計）を要求。 

■ 【厚労省】社会保障審議会 生活保護基準部会 第 1回 最高裁判決への対応に関
する専門委員会【8月 13日】 

2013（平成 25）年の、生活保護費を引き下げる過程・手続きに違法性があったとした

最高裁判決（本年 6 月）を踏まえ、今後の対応のあり方検討を行うこととしている。第 1

回専門委員会では、当判決の受け止め方や法的効果、当時の改定方法の確認事項等

が論点として示された。 

  

詳細につきましては、全社協・政策委員会 
サイト内「社会保障・福祉政策の動向と対応」
をご覧ください。 

社会保障・福祉政策情報 
（7月 31日から 8月 13日） 

https://www.cao.go.jp/kodoku_koritsu/torikumi/project_team/index.html
https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_kosodate/8500e055
https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2026/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60482.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60482.html
http://zseisaku.net/information/
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↑画像をクリックすると 

試し読みできます。 

↑画像をクリックすると 

試し読みできます。 

 

 

 

全社協の出版情報 

出版部で発行した書籍や月刊誌最新号の特集をご案内します。 

<月刊誌> 
●『月刊福祉』 9月号  
特集︓ 災害列島で求められる福祉の支援 
本年 7 月、災害対策基本法および災害救助法等の改正法

が施行され、「救助の種類」に「福祉サービスの提供」が位置

づけられました。災害支援の強化が必要と言われるなかで、

今回の法改正でどのようなことが変わり、どのようなことが課題

として残されているのでしょうか。 

本特集では、新たな災害法制とこれからの災害支援につい

て、現状・課題を検証するとともに、今後わが国で起こり得る災

害に対応するため、福祉関係者は何をすべきか考えます。 

（8 月 6 日発売 定価 1,170 円－税込－） 

 

 

 

 

●『保育の友』 9月号 
特集︓保育を伝えよう 

保育の楽しさや魅力を発信することは、園や保育者を応援し

てくれる人を増やし、保育者として働く人を増やすことにつなが

ります。 

本特集では、保育者同士の語り合いを通じて保育の楽しさを

共有し、それをどう発信につなげるかを考えます。あわせて、地

域の小中学生の保育士体験や養成校の学生と園の連携、SNS

発信等の実践を紹介します。 

（8 月 8 日発売 定価 740 円－税込－） 

 

 
  

P 53T 5#y

図書・雑誌 詳細については、出版部ホームページを
ご覧ください。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/book/b10144116.html
https://www.fukushinohon.gr.jp/book/b10144155.html
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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↑画像をクリックすると 

試し読みできます。 

 
 

●『生活と福祉』 8月号 
特集︓「令和７年度新任査察指導員研修会」から 

厚生労働省社会・援護局 保護課自立推進・指導監査室主催 

「令和 7 年度 新任査察指導員研修会」の 3 日間のプログラムの

なかから、生活保護制度の現状と課題、査察指導員の役割（管

理的機能、教育的機能、支持的機能）の再確認、具体的な業務

の取り組み等を内容とする講義の抄録を掲載します。 

（8 月 20 日発売 定価 460 円－税込－） 

 
 
 
 
 

【出版部 TEL.03-3581-9511】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 
本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議員、 

政策委員会委員、本会理事・評議員の方がたにお送りしています。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/book/b10145034.html

